
 

 

 

第７９０９号                                    ２０２３年１０月４日（水） 

予測や想定は「大本営発表」か？ 
   防災システム研究所長 山村 武彦 

 

◆発生確率の功罪 
活断層地震と海溝型地震は活動間隔が異なるので、単純に同一評価はできないが、最近の地震

発生確率は、いずれもほとんど的中していない。阪神・淡路大震災の３０年以内発生確率は０．０２

～８％だったし、想定していたのはマグニチュード８級の宮城県沖地震で、マグニチュード９級東日

本大震災（以下震災）は全くの想定外だった。熊本地震は３０年以内発生確率がほぼ０～０．９％な

のに発生してしまった。 

地震調査研究推進本部は、２０２３年１月１日時点でのマグニチュード８～９級南海トラフ巨大地

震の発生確率を公開している。それによると、向こう１０年以内の発生確率は３０％程度、３０年以内

が７０～８０％、５０年以内が９０％程度もしくはそれ以上と予測している。その一方で、この発生確

率に用いられている「時間予測モデル」手法を問題視する地震学者たちもいる。本来なら、こうした

異論や過去の的中率なども併せて報道すべきだ。 

しかし多くのメディアは、公表された地震発生確率を戦時下の「大本営発表」のように、ほとんど

論評を加えず繰り返し報道する。その結果、発生確率が高い地域の防災意識は高まるが、低いとさ

れた地域は、「安全宣言」と誤認し防災対策に熱が入らない。 

◆責任は誰も負わない 

震災前の「宮城県地震被害想定」では、南三陸町の防災対策庁舎への想定津波高は最大６．７メ

ートルだった。それは前述したマグニチュード８級宮城県沖地震の津波高。南三陸町はその津波高

を基準に避難場所を指定し、避難訓練を行ってきた。 

しかし、震災時に防災対策庁舎を襲ったのは１５．５メートルの大津波だった。最大６．７メートルと

信じ、１２メートルの３階屋上に避難した町職員ら５４人のうち、４３人が津波に流され、死亡または

行方不明になっている。また、町の指定避難所・避難場所７８カ所のうち、３４カ所が津波で浸水・流

失・全壊し、訓練通りに避難して犠牲になった人も多い。 

国や都道府県が出す地震発生確率や被害想定を基に、市区町村は地域防災計画を策定する。

その前提条件（予測や想定）が大きく外れ、多数の犠牲者が出ても、その責任は誰も負わない。 

◆被害想定見直しに注目 
震災後、首相を長とする中央防災会議は、理学・工学等の研究者で構成する「南海トラフの巨大

地震モデル検討会」を設置。そこでは、震災を予測できなかったことの反動もあり、駿河湾沖から日

向灘沖までの南海トラフが同時に動くという、過去同トラフでは起きたことのない巨大地震モデルが

作成された。その規模はマグニチュード９．１。最悪の被害想定は、死者３２万３０００人、倒壊・焼失、

流失建物２３８万６０００棟、経済被害２２０兆３０００億円に上る。 

最大震度７の地域は１５３市町村に及び、最大２０メートル以上の津波が２３市町村を襲うと推計。

高知県黒潮町には最大３４．４メートルの津波が押し寄せ、１メートルの津波最短到達時間は地震

発生から８分後。それを聞いた住民の中からは、「８分では無理」と避難を諦める声が上がった。 

衝撃も冷めやらぬ震災直後に作成した地震モデルや被害想定は、必然的に過大になっている可

能性が高い。あれから１０年以上過ぎ、今なら冷静に議論でき、被害想定も適正に修正ができるか

もしれない。私は今、進められている南海トラフ巨大地震の被害想定見直し作業に注目している。 
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